【首長あて要求書　ひな形　】

２０１４年５月★日
○○○市長

○○○○　様
住民の最低生活を守るため生活保護行政と生活保護基準についての要請
生存権裁判を支援する○○の会
会長　○○○○

連絡先　住所…………

☎…………
　住民のくらし・福祉の向上に、日ごろからご尽力いただき、心より感謝申し上げます。
　生活保護基準が昨年８月から３年かけて、最大１０％の引き下げが行われました。「今でも苦しいのに、どうやって生活していけばいいのか」「邪魔者扱いされているようだ」と怒りと不安の声があがっています。７０歳以上の高齢者に支給されていた老齢加算が２００６年度に廃止されたことは、全体の保護基準引き下げの「先兵」だったと考えます。老齢加算の廃止で「冠婚葬祭に行けない」「親戚やご近所からも葬儀の案内がこなくなった」と生活困窮とあわせ社会的孤立を強いられています。４月から消費税が上がり、生活のやりくりは限界をこえています。
　非正規労働の拡大等によるワーキングプアの増大、格差、すなわち貧困と不平等が深刻になるなかで、ナショナルミニマムとしての生活保護が活用され充実することが求められています。

　生活保護法「改正」に伴う省令案が、パブリックコメントにより国会審議や附帯決議に基づいた内容に変更されたことは評価できることです。しかし、６３年ぶりの法「改正」は、憲法２５条により基本的人権として保障された生活保護の権利を根幹から揺るがすものです。

　この立場から、以下の項目の実現方にご尽力いただきたく申し入れます。
記
１　老齢加算を復活するよう国へ要望すること

２　生活保護基準の引き下げに反対すること

３　「水際作戦」はあってはならず、必要な人が生活保護制度を活用できるようにすること
４　地域別最低賃金の引き上げ、時給１，０００円以上にすること
５　基準引き下げによる生活保護の停止・廃止の実態（件数と内容）と被害救済へ自治体で手立てをとること
６　基準引き下げによる就学援助など他制度への影響と実態、その対策を講ずること
以上
